
算出根拠

（2） （2） (2) (2)

単位当たり
コスト

４，６５０千円／件

１５８千円／回

食品中の微生物の実態調査執行額（13,946千円）／活動実績（3件）

コーデックス対策会議の開催経費執行額（315千円）／会議開催数（2回）

算出根拠

(　－　) (　－　) (　－　) (　２　)

2 2 2

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動実績

（当初見込
み）

活動実績

（当初見込
み）

件

回コーデックス連絡協議会の開催回数

活動実績

（当初見込
み）

件

－

－ － －

食品中の微生物の実態調査
1 1 3

達成度

食品中の微生物の実態調査において安全性が確認でき
たもの
（食品中の微生物の実態調査の対象数を事前に把握することは困難
であるため、成果目標を設定することは困難）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

コーデックス委員会への参画数
回成果実績

達成度

成果指標

－

－ － －

件

事業番号 298

輸入食品の監視体制強化等事業 担当部局庁 食品安全部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成21年度 担当課室

企画情報課
基準審査課
監視安全課

伊原　和人
長谷部　和久
滝本 浩司

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅱ－１－１　食品等の飲食に起因する
衛生上の危害の発生を防止すること

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

食品衛生法第２条等
関係する計画、

通知等
―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本へ食品を輸出する輸出国に対し現地査察等を行い輸入食品の安全性を確保するほか、食品の微生物に係る規格基準を整備すること
などにより、我が国の食品の安全・安心を確保する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

我が国における食品輸入時検査等での違反事例等に関する調査を実施し、調査結果に基づき輸出国政府に改善要請を行うことなどによ
り、輸入食品の監視体制の強化を行う。また、国内食品関係事業者の衛生管理水準を高めるための事業、ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品規格計画
（コーデックス委員会）への参画のために必要な情報の整理や検討会の開催、及び、微生物に由来する食品汚染実態調査等を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 300 266 251 228 273

補正予算

繰越し等

300 266 251 228

執行額 271 227 224

執行率（％） 90 85 89

単位 22年度 23年度

－ －

24年度
目標値
（25年度）

輸入食品の違反事例件数
（当事業は違反食品を国内に流通させないための事業であり、輸入
時の違反数に関して成果目標を設定することは困難）

成果実績 件 1,376 1,257 1,053 －

達成度

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

17

成果実績

91,330 93,054

－

1 1 3

11 10

(85,018) (86,100) (89,900) (93,700)

８９６千円／1か国 算出根拠
日本への輸出国に対する事前調査（現地調査）費執行額（9,853千円）
/現地調査国数（11か国）

毎年度輸入食品監視指導計画を策定し輸入食品の監視
指導を実施しているところ、その内、モニタリング検査に
ついての実施数。

88,788

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.5 0.9 「新しい日本のための優先課題推進枠」0.2

25.0 29.5 「新しい日本のための優先課題推進枠」2.1

委員等旅費 1.6 2.4 「新しい日本のための優先課題推進枠」0.8

職員旅費

庁費 8.4 8.2

社会保障関係情報化業務庁費 88.9 128.9 「新しい日本のための優先課題推進枠」60.4

228.4 273.1

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

食品等試験検査費 104.0 103.2

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



　食品の安全確保のための事業であり優先度は高い。

　支出先の一部に随意契約がある。

―

　現地調査に先立ち入念な計画を立て調査を実施しており、
妥当なコストである。

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号

　モニタリング検査等の結果、食品の衛生状況等の把握が適
切に行われ、これを踏まえた監視体制強化が図られている。

　国境措置は、政府間交渉を伴い、国が実施する必要があ
る。また、他国においても同様な状況である。

類似事業名
重
複
排
除

○

○

―

　食品の安全確保に必要な経費に支出している。

　入札により、当初予定していた予算額以下で調達ができた
ため。

　食品の衛生状況等を踏まえた監視体制強化が図られてい
る。

　モニタリング検査の実施率は100％を超えているなど、食品
の衛生状況等の把握が適切に行われ、これを踏まえた監視
体制強化が図られている。

　我が国の食糧自給率（供給熱量ベースの総合食糧自給率）は約4
割であり、供給熱量ベースで約６割を国外に依存していることから、
輸入食品の安全性を確保することは極めて重要であり国費投入が必
要である。

△

0254

―

○

○

○

○

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

―

―

―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0325 0295平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、輸入時検査等での違反事例等に関する事前調査を実施し、調査結果に基づく輸出国政府への改善要請等に必要な経費であり、
我が国の食品の安全性確保に不可欠な事業であることから、引き続き効率的な予算措置に努めること。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

点検対象外

　輸入食品監視指導計画を策定し、監視指導を実施しており、食品衛生法違反が1,053件と、昨年度から違反件数が減少していることが認められた。引き
続き、問題発生の未然防止のために輸出国に対し計画的に現地調査を実施し輸出国の衛生管理体制の確認を行うなど、効果的な輸入食品の監視体制
を図る。
　また、微生物に由来する食品汚染実態調査によって得られた結果は、規制対象物質に対し規格基準を設定するにあたり重要なデータとなるため、毎年
一定数の実施数を確保できており、引き続き、調査対象となる微生物の選定については、最新の科学的知見及び従前の本調査結果を踏まえつつ、精度
の高い調査結果が得られるように努める。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚  生  労  働  省 

２２４百万円 

Ａ 日本電子計算機
（株） 等 

 
６者 １０１百万円 

Ｂ （株）ホンヤク社等 
 

５９者 ５９百万円 

Ｃ 個人 
 

２５者 １百万円 

Ｄ 民間業者等 
 

１１２者 ６３百万円 

食品の安全確保に必要なシス
テムの構築、保守等 

食品の安全確保に必要な試験研
究のための消耗品、備品購入等 

食品の安全確保に必要な専門
的助言等 職員旅費、消耗品等 

【一般競争入札】 【随意契約】 

【謝金・旅費】 【事務費】 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費
食中毒調査支援システム
システム構築業務一式

金　額
(百万円）

使　途 費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.日本電子計算機（株） E.

費　目

25.4

計 25.4 計 0

B.（株）ホンヤク社 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

雑役務費 メキシコ食品安全関連法規　翻訳　他12件 4.5

計 4.5 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

100万円未満のため省略

計 0.0 計 0

D.東京電力（株） H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

光熱費 電気使用料 6.9

計 6.9 計 0



支出先上位１０者リスト
A.一般競争入札

B.随意契約

C.謝金・旅費

D.事務費

随意契約

2.2

0.7

随意契約

４３０４４３７　ＴａｑＭａｎ　～　ＰＣＲ　Ｍａｓｔｅｒ　Ｍｉｘ　１点　他1件

（株）ホンヤク社

3

随意契約

随意契約

0.6

1

高信化学（株） 高速シーケンス解析　２００ＭＢ　一式　他7件

随意契約10 （株）クロスインデックス 通訳　他3件 0.6

9 広島和光（株）

5 宮崎化学薬品（株） Ｄｙｎａｂｅａｄｓ　ＭｙＯｎｅ　Ｓｔｒｅｐｔｏａｖｉｄｉｎ～　１点　他2件 1.6 随意契約

7 （株）バイオテック・ラボ ＩｎｅｒｔＳｕｓｔａｉｎ　Ｃ１８　３μ ｍ　２．１ｍｍ×１５０ｍｍ　３点　他1件 0.8 随意契約

平成２３年食中毒統計の印刷　他1件 4.1

6 エム・アール・アイリサーチアソシエイツ（(株)） 生食される家きんの肉及び内蔵に関する調査

随意契約

4 （株）帝国理化 温度勾配ゲル泳動装置　タイテック社製　マイクロμ ＴＧ　１式　他2件 2.1 随意契約

1

2 （株）太陽美術

8 岩井化学薬品（株） レインボーアガー　Ｏ１５７バイチ　３０Ｇ　１点　他4件

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

メキシコ食品安全関連法規の翻訳　他12件 4.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本電子計算機（株） 食中毒調査支援システム　システム構築業務一式 25 1 96.8

3 ＩＢＪＬ東芝リース（株） 食品保健総合情報処理システム構築業務一式 21 3 87.9

食品保健総合情報処理システム運用保守業務一式 17 1 86.6
東芝ソリューション（株）2

食中毒調査支援システム運用保守業務一式 25 1 96.6

4 宮崎化学薬品（株） 次世代シークエンサー　１式 9 2 97.2

5 （株）バイオテック・ラボ デジタルＰＣＲシステム（～ＱＳ３Ｄ－０１ＬＰ）　1式 2.4 2 99.4

6 ＷＤＢ（株） 試験研究業務等のための人材派遣業務 0.9 5 73.8

7

8

落札率

9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 出席旅費 0.5

2 個人Ｂ 出席旅費 0.03

3 個人Ｃ 出席旅費 0.03

4 個人Ｄ 出席旅費 0.03

5 個人Ｅ 出席旅費 0.01

6 個人Ｆ 出席謝金 0.01

7 個人Ｇ 出席謝金 0.01

8 個人Ｈ 出席謝金 0.01

9 個人Ｉ 出席謝金 0.01

10 個人Ｊ 出席謝金 0.01

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京電力（株） 電気使用料 6.9 随意契約

5 東京都水道局 水道使用料 1 随意契約

6 東京ガス（株） ガス使用料 0.9 随意契約

3 （株）一和堂 パソコン　６台　他1件 1.5 随意契約

4 株式会社ニード PC1台　他6件 1.2 随意契約

7 （株）伊藤サプライ ＮＥＣＰＣ／ＶｅｒｓａＰｒｏＪＵｌｔｒａＬｉｔｅ／ＶＧ　２点　他11件 0.9 随意契約

2 （株）カラサワ デスクトップＰＣ　ＮＥＣ　Ｍａｔｅ　Ｔｙｐｅ　ＭＥ　２点　他7件 1.7 随意契約

9 日本空調サービス（株） エアコン更新工事 0.7 随意契約

8 （株）ＪＴＢ首都圏 旅費 0.8 随意契約

10 大和綜合印刷（株） 印刷料 0.5 随意契約


